
健康危機発生時における
保健所と市町村・医療機関との
連携について

～県中保健福祉事務所における健康危機対処計画
（感染症編）の説明を通じて ～



健康危機対処計画（感染症編）について





表を使用した 2 段組レイアウト

• ここに最初の箇条書き項目

• ここに 2 番目の箇条書き項目

• ここに 3 番目の箇条書き項目



当所の計画について









市町村との連携



市町村との連携（平時）①

（２）業務量・人員数の想定

• 本庁や振興局等からの応援職員、IHEAT 要員、市町村からの応援派遣等については、
本庁の対策本部や感染症対策課等と協議を行う。

• 新型コロナウイルス感染症対応時には、IHEAT要員、市町村、県中合同庁舎、本庁職
員による遠隔サポート（積極的疫学調査）等の応援派遣を要請した。新興感染症発生
時には、あらかじめ市町村の相談窓口について確認し、当所のみで対応が困難となっ
た場合については、市町村と応援職員の派遣について協議する。 （計画 ３ （２） Ｐ１
５）

（３）組織体制 １）所内体制

• 業務負荷表において所内の人員で不足が見込まれる場合においては、本庁等からの
応援職員・IHEAT要員・市町村からの応援派遣等の人員確保を行う。ただし、管内にお
いて感染者が増加している場合においては、他の管内においても感染者が増加してい
る可能性が高く、多数の長期間にわたる応援職員を確保することが困難である。そのた
め、不足が予想される場合には、早急に応援職員を要求することが必要である。また、
アウトソースによる人員の確保を急ぐ。（計画 ３ （３） １） Ｐ２６）



市町村との連携（平時）②

2）受援体制

• 業務負荷表において所内の人員で不足が見込まれる場合においては、本庁等からの
応援職員・IHEAT 要員・市町村からの応援派遣等の人員確保を行うこととなるため、本
庁への受援要請の方法の確認をすると共に、受援要請発動のタイミングについて検討
しておく。 受援開始までには時間を要するため、できるだけ早いタイミングで受援要請
することが望ましい。 応援調整にはある程度の時間がかかるため、早めに要請する
ことについて追記。（計画 ３ （３） ２） Ｐ２８）

４）健康観察・生活支援

• 必要最低限の生活必需品や食料品などの生活支援や健康観察に必要なパルスオキ
シメーターの配布については、新型コロナウイルス感染症対応時に初期には保健所、
中期には市町村、後期には県から一元化して送付していた。新興感染症発生時に自
宅療養患者支援が必要な場合については、市町村と積極的に連携して実施する。（計
画 ３ （5） 4） Ｐ５２）



市町村との連携（平時）③

（６）関係機関等との連携 ５）一般市町村

• 平時から研修会や通常業務を通じて顔の見える関係を構築しておく。その中で、
感染症対策において、市町村も重要な役割を担うこと等の危機管理意識の共
有を行っておく。

• 市町村が担う業務（生活支援、健康観察、住民への相談対応、災害時の対応、
学校等への対応、安否確認、要配慮者への対応等）について、平時から役割分
担や情報共有方法等の連携について検討しておく。

• 保健所は、市町村に対して保健師の現任教育の機会等を利用して、感染症対
策における演習・訓練等の機会を提供する。 （計画 ３ （６） ５） Ｐ６１）



市町村との連携（発生期）

（１）組織体制 ２）受援体制

【流行初期以降】

• 感染者の増加に伴い、夜間・休日の対応が長期化することから、職員の交代を考慮し、
応援人材（本庁職員等、IHEAT 要員、市町村保健師、派遣職員等）を積極的に投入で
きるようにする。（計画 ４ （１） ２） Ｐ７６）

（２）業務体制 ４）健康観察・生活支援

【流行初期以降】

• 健康観察や生活支援等の業務について、平時に市町村等と整理した役割分担に基づ
いて積極的に市町村と連携し、必要な情報の共有を行う。（計画 ４ （２） ４） Ｐ９０）



医療機関等との連携



医療機関等との連携（平時）①

（５）業務体制 １）相談

• 相談内容として、受診調整に係るものも含まれるため、医療機関（医師会、管内の病院等）と
も連携をしておくことが重要である。 （計画 ３ （５） １） Ｐ４２）

（５）業務体制 ２）地域の医療・検査体制

• 感染症法が改正されたことに基づき、医療機関は県と医療措置協定（①病床、②発熱外来、
③自宅療養者に対する医療の提供、④後方支援、⑤人材派遣のいずれか1種類以上）を締結
している。

• 発熱外来の医療措置協定を締結する医療機関は、新型コロナウイルス感染症対応の診療・
検査医療機関の施設要件を参考に、発熱患者等専用の診察室（時間的・空間的分離を行い、
プレハブ・簡易テント・駐車場等で診療する場合を含む。）を設けた上で、予め発熱患者等の対
応時間帯を住民に周知又は地域の医療機関等と情報共有して、発熱患者等を受け入れる体
制を構築する。また、関係学会等の最新の知見に基づくガイドライン等を参考に、院内感染対
策（ゾーニング、換気、個人防護具の着脱等を含む研修・訓練等）を適切に実施し、発熱外来
を行うこととなっている。（県中管内の第二種協定指定医療機関については、県の予防計画を
参照。）（計画 ３ （５） ２） Ｐ４５）



医療機関等との連携（平時）②

３）積極的疫学調査 ②クラスター対応

• 新型コロナウイルス感染症対応時は、施設クラスター発生時において、施設嘱託医や協力医が診察等
を行わず電話での指示による入院指示のみを行い、その後の調整には関与しない事例が多発した。当
所は平時から医師会等と連携し、平時から施設と嘱託医・協力医との連携状況を把握し、クラスター発
生時の相談・連絡体制を構築しておく。（計画 ３ （５） ３） Ｐ５０）

４）健康観察・生活支援

• 自宅療養者等の健康状態が悪化した場合については、協定締結医療機関（自宅療養者への医療の提
供）を速やかに受診してもらい、協定締結医療機関から入院が必要か、自宅療養が可能かの判断を得
る。

• 医療機関との協定締結にあたり、地域の共通認識が必要になってくるため、平時から医療機関と合意
形成する場を設ける等協力関係を構築する必要がある。

• 自宅療養者の健康観察について、重症化リスクの高い患者の容体の急変等を迅速に把握して医療に
つなげる観点から、協定締結医療機関の医療機関、訪問看護ステーション等中心に、健康観察を依頼
する。（計画 ３ （５） ４） Ｐ５２）



医療機関等との連携（平時）③
６）入所・入院調整と要配慮者対応

• 新型コロナウイルス感染症対応においては、感染症患者の入院医療の中核的役割を担う感染症指定医療機関のみでは、
急増する新型コロナ患者へは十分に対応できず、入院病床が不足することとなった。次いで新型コロナ対応を求められた
公的医療機関については、感染症患者の診療が想定されておらず、十分対応できなかった例もあった。

• そのため感染症法の改正に伴い、病床確保の医療措置協定を締結する医療機関（以下「第一種協定指定医療機関」とい
う。）が定められることとなった（表１、２）。有事に備え、平時から、協定指定医療機関と意識のすり合わせを行っていく必
要がある。（計画 ３ （５） ６） Ｐ５４）

（６）関係機関との連携 医療機関・薬局・訪問看護事業所等

• 医師会、歯科医師会、薬剤師会、訪問介護事業所協議会等の関係者の会議に参加し、平時から顔の見える関係を構築し
ておく。新型コロナウイルス感染症では、本庁において訪問看護事業所と委託契約を結び、各保健所から訪問看護事業
所へ自宅療養中の要支援者における健康観察を依頼していた。感染症の特徴によっても対応は異なるが、訪問看護事業
所との平時からの顔の見える関係を構築しておくことも必要である。

• 医療措置協定を締結する医療機関は、国内での感染症発生早期の段階で、感染症患者の医療の中核的役割を担うため、
平時からの連携が必須である。

• 都道府県連携協議会等の協議を踏まえて、病床を確保している第一種協定指定医療機関や発熱外来を担当する第二種
協定指定医療機関との連携体制や、自宅・宿泊療養者・高齢者施設での療養者等への医療の提供を行う協定締結医療
機関との健康観察体制等を検討し、協力機関をリストアップし、健康危機発生時のスキームを構築しておくことが望ましい。
（計画 ３ （６） Ｐ６１）



医療機関等との連携（発生期）①
（２）業務体制 １）相談

【流行初期】

• 症状のある住民から問合せを受けた場合は、平時に都道府県連携協議会等で本庁や医療機関と整理した対応方法や役
割分担に基づき、発熱外来等を開設している医療機関への受診を促す等の対応をとる。（計画 ４ （２） １） Ｐ８０）

２）検査・発熱外来

【海外や国内で新たな感染症等が発生したとき】

• 患者の早期発見が重要であるため、感染疑い例について保健所へ速やかに報告するよう、医療機関に周知する。

• 感染疑い例を探知した場合、速やかに感染症指定医療機関等への受診調整（医療機関への連絡、受診時間や入口の
調整）を行う。受診に当たり、マスク着用の指示や搬送手段についての説明を実施する。

• 県と連携し、協定締結医療機関（特に流行初期医療確保措置の対象となる協定を締結した医療機関） 等における発熱外
来設置の準備状況を把握しておく。

• 帰国者・接触者外来設置医療機関への受診調整を実施する際、保健所で得た情報を医療機関に提供する工程がボトル
ネックとなり得る。少なくとも管内で統一した聞き取り様式、可能であれば全県で統一した聞き取り様式を早期に作成し医
療機関と共有することが重要である。（計画 ４ （２） ２） Ｐ８２）



医療機関等との連携（発生期）②
２）検査・発熱外来

【流行初期】

• 県と連携し、協定締結医療機関（まずは流行初期医療確保措置の対象となる協定を締結した医療機 関）等
において発熱外来が速やかに開設されるよう医療機関への要請と必要な支援を進める。

• 医療機関に対し、かかりつけ患者からの相談に対応するよう指導し、かかりつけ患者が他の医療機関 （発熱
外来）を受診する場合には、基礎疾患等の紹介状を速やかに送付するなど他の医療機関への情報共有を依
頼する。

• 発熱外来への受診が円滑に行われるよう、受診までの手順について、平時に都道府県連携協議会等で都道
府県や医療機関と整理した内容に基づいて対応する。

• 新型コロナウイルス感染症対応時には、検体採取までは行うが梱包は知識・経験不足を理由に実施できな
いとする医療機関が複数存在した。特に梱包については、保健所・衛生研究所職員から医療機関へ対する
研修実施等が必要である。

【流行初期以降】

• 引き続き、発熱外来への受診が円滑に行われるよう、受診までの手順について、県や医療機関と整理した内
容に基づいて対応する。 （計画 ４ （２） ２） Ｐ８３）



医療機関等との連携（発生期）③
６）入院・入所調整と要配慮者対応

【海外や国内で新たな感染症等が発生したとき】

• 平時の準備を踏まえて、感染症指定医療機関等への入院調整の手順及び関係機関との役割分担を再確認しておく。

• 本庁と連携し、協定締結医療機関（特に流行初期医療確保措置の対象となる協定を締結した医療機関）等に情報共有を行うとともに、入院
病床の確保の状況を確認する。

• 疾患特性に応じて要配慮者のカテゴリー（ちなみに新型コロナウイルス感染症においては、妊婦、小児、透析患者、基礎疾患を持つ高齢者
等が要配慮者とされた）を推測し、流行初期以降の患者急増へ向け医療提供体制の整備を本庁や地域の関係機関と連携して行う。

【流行初期】

• 感染症法上の入院が適用される感染症の場合）患者と診断された者が自宅等にいる場合、感染症法に基づく入院の対象として、医療機関
等と連携・役割分担の上、迅速に入院調整を行う。感染症法に基づく入院勧告通知、就業制限や感染症診査協議会の開催、医療費の公費
負担に係る業務を実施する。

• 医療機関間及び消防と医療機関間による入院調整や本庁での一元的な入院調整、医師会を中心とした輪番制での受診受入等の体制を整
えていく。

• 【流行初期以降】

• 重症化リスクの高い患者に対して重点的に対応することを検討するとともに、医療機関間及び消防と医療機関間による入院調整や本庁で
の一元的な入院調整を実施する。

• 病床利用状況等を勘案し、入院中の患者であっても、自宅療養が可能であれば病状を説明した上で、協定締結医療機関（後方支援）への
転院のための病院間の搬送（下り搬送）や退院等について、必要に応じて調整を行う。

• 入院体制・後方支援体制等の強化のため、医療機関や医師会等に引き続き協力要請を行う。 （計画 ４ （２） ６） Ｐ９３）


